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指定管理者基本協定書（案） 
 

 

 稲沢市（以下「発注者」という。）と指定管理企業である●●●●（以下

「受任者」という。）とは、●●（以下「本施設」という。）の管理及び運

営に関する業務（以下「管理業務」という。）について、次のとおり基本協

定（以下「本協定」という。）を締結する。なお、本協定における用語の意

義は、本文中特に定義されている場合及び文脈上別意に解すべき場合を除

き、募集要項における定義に従う。 

 

 （趣旨） 

第１条 本協定は、発注者と受任者が相互に協力し、管理業務を円滑に実施

するために必要な基本的事項を定めるものとする。 

 

 （公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第２条 受任者は、本施設の設置目的、指定管理者の指定の意義及び管理業

務の実施にあたって求められる公共性を十分理解し、その趣旨を尊重する

ものとする。 

２ 発注者は、事業が民間事業者によって実施されるものであることを十分

理解し、対等な立場に立ってその趣旨を尊重するものとする。 

 

 （管理の基準） 

第３条 受任者は、本協定、当該事業年度における事項について別に定めた

協定（以下「年度協定」という。）、本施設の設置及び管理に関する条例

（令和●年稲沢市条例第●号。以下「管理条例」という。）及び関係法令

のほか、(i)要求水準書等（基本契約書、要求水準書及び募集要項等をい

う。以下同じ。）及び(ii)提案書に従って誠実にこれを履行しなければな

らない。なお、この場合において、「募集要項等」とは、募集要項及びそ

の添付書類（各契約書案及び要求水準書を除く。なお、これらの書類につ

き修正があった場合は、修正後の記述による。）並びに質問回答書その他

これらに関して発注者が発出した書類をいう。 

２ 受任者は、管理業務の履行にあたり作成し、又は取得した文書等は、適

正に管理し、指定管理期間終了後５年間保存するものとする。 

３ 受任者は、管理業務の履行にあたっては、省エネルギーの徹底、温室効

果ガスの排出抑制、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正

処理及び環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達に努めるものとする。 

４ 受任者は、本事業が、民間事業者の創意工夫及びノウハウを最大限に活

用するため、設計、建設、工事管理、維持管理及び運営並びに民間収益事

業を一体的に発注するDBO方式により実施されることの趣旨を十分に理解

し、業務の遂行に当たり、設計企業、建設企業及び工事監理企業並びに民

間収益事業者との間で適切に連携を図らなければならない。 

 

 （本協定以外の規定の適用関係） 

第４条 本協定、年度協定、要求水準書等及び提案書の間に矛盾又は齟齬が

ある場合は、本協定、年度協定、要求水準書等及び提案書の順にその解釈

が優先されるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、提案書にて要求水準書等を上回る水準が提案

されている場合には、提案書が優先するものとする。 

 

 （管理物件） 

第５条 受任者が管理する施設、備品等（以下「管理物件」という。）の対

象は、別に発注者が提示する財産台帳及び備品台帳によるものとする。 
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２ 受任者は、管理業務に必要な事務室、設備、備品、機材等を必要最小限

の範囲で無償使用することができるものとする。 

３ 受任者は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなけれ

ばならない。 

 

 （発注者が行う業務の範囲） 

第６条 次の業務については、発注者が自らの責任と費用において実施する

ものとする。 

（１）不服申立てに対する決定 

（２）本施設の目的外使用許可及び財産貸付契約 

（３）本施設の増築、移設及び大規模な改造 

（４）建物保険への加入 

 

 （指定の期間） 

第７条 本協定による指定の期間は、令和●年●月●日から令和●年●月●

日までとする。 

２ 管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとす

る。 

 

 （事業計画等の提出） 

第８条 受任者は、毎年発注者が指定する期日までに、当該年度の翌年度に

係る次に掲げる内容を記載した事業計画書を発注者に提出しなければなら

ない。 

（１）管理運営の体制 

（２）事業の概要及び実施する時期 

（３）管理運営に要する経費の総額及び内訳 

（４）その他発注者が必要と認める事項 

 

 （利用料金収入の取扱い） 

第９条 受任者は、本施設及び付属設備の利用に際して、利用者が負担する

利用料金を受任者の収入として収受することができる。 

 

 （利用料金の決定） 

第１０条 利用料金は、受任者が条例に規定する利用料金の範囲内において

定めるものとする。ただし、その決定及び改定については、事前に発注者

の承諾を受けるものとし、必要に応じて発注者と受任者とで協議を行うも

のとする。 

 

 （利用者アンケート調査） 

第１１条 受任者は、本施設において提供されるサービスについて、利用者

の意見や要望等を把握するため、自らの責任と費用に基づき定期的（最低

年２回）な利用者アンケート調査を実施するものとする。 

２ 受任者は、前項の調査結果について分析及び評価を行い、その内容を施

設内に掲示するとともに、発注者にその結果を報告しなければならない。 

３ 調査項目は、発注者と受任者とが協議の上、定めるものとする。 

 

 （事業報告書等の作成及び提出） 

第１２条 受任者は、稲沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関す

る条例（平成１６年稲沢市条例第２４号。以下「指定管理者条例」とい

う。）第８条の規定に基づき、毎年度終了後６０日以内（年度の途中にお

いて指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して３０日

以内）に、次に掲げる内容を記載した事業報告書を発注者に提出しなけれ

ばならない。 
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（１）管理業務の実施状況 

（２）利用状況及び利用拒否等の件数・理由 

（３）利用料金の収入実績 

（４）管理経費の収支状況 

（５）その他市長が必要と認める事項 

２ 受任者は、３か月に一度、次に掲げる内容を記載した四半期総括書を発

注者に提出しなければならない。 

（１）管理業務の実施状況 

（２）利用状況及び利用拒否等の件数・理由 

（３）利用料金の収入実績 

（４）管理経費の収支状況 

（５）その他市長が必要と認める事項 

 

 （業務の実施状況等の確認） 

第１３条 発注者は、前条第１項及び第２項の規定により受任者から提出さ

れた事業報告書及び四半期総括書に基づき、管理業務の実施状況、施設の

利用状況等を把握するとともに、管理業務の適正執行、サービス水準の維

持、管理経費の収支状況等について確認するものとする。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受任者による本施設の管理業務

の実施状況等を確認することを目的として、受任者の管理する施設の事務

所等に随時に立ち入り、実施状況の調査を行い、又は受任者に参考となる

べき報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。 

３ 受任者は、前項の管理業務の実施状況の調査を拒み、若しくは妨げ、又

は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

 （業務の実施状況等の評価） 

第１４条 受任者は、３か月に一度、管理業務の実施状況等について、別に

定めるチェックシートにより自己評価を行い、発注者に提出しなければな

らない。 

２ 発注者は、前項の規定により受任者から提出されたチェックシートに基

づき、管理業務の実施状況等について、前条の規定による確認の結果を踏

まえて評価を行うものとする。 

 

 （業務の改善指示） 

第１５条 発注者は、第１３条の規定による確認及び前条の規定による評価

の結果、受任者による管理業務の実施状況等が要求水準書等及び提案書に

定めた条件を満たしていない場合は、受任者に対して業務の改善を指示す

るものとする。 

２ 受任者は、前項の規定による改善の指示を受けた場合は、速やかにこれ

に応じなければならない。 

 

 （指定管理料の支払い） 

第１６条 発注者は、管理業務に係る対価として、受任者に対して指定管理

料を支払う。 

２ 発注者が受任者に対して支払う指定管理料の支払い時期、額及び方法に

ついては、年度協定において別に定めるものとする。 

 

 （指定管理料の変更） 

第１７条 指定管理料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その

都度、発注者と受任者とが協議の上、定めるものとする。 

 

 （指定の取消し等） 

第１８条 発注者は、受任者が次の各号のいずれかに該当するときは、その
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指定を取消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命

じることができる。この場合、発注者は、停止する日の３０日前までに受

任者に通知しなければならない。 

（１）本協定の条項に違反したとき。 

（２）受任者が指定の解除を申し出たとき。 

（３）受任者が指定管理者の資格を失ったとき。 

（４）受任者が管理業務に関して適正な発注者の指示に従わないとき。 

（５）本事業に係る他の契約の全部又は一部が解除されたとき。 

（６）その他受任者の責めに帰すべき事由により管理業務を継続すること

ができないと認められるとき。 

２ 前項の規定により発注者が指定管理者の指定を取り消したときは、受任

者は、既に受領した管理経費を発注者に返還しなければならない。ただ

し、協定期間の中途において指定の取消しをしたときは、発注者と受任者

とが協議の上、返還金の額を算出するものとする。 

３ 第１項第１号、第３号、第４号若しくは第５号の規定により指定管理者

の指定を取消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を

命じた場合において、受任者に損害が生じても、発注者はその賠償の責を

負わない。 

４ 第１項第２号の規定により指定管理者の指定を取消し、又は期間を定め

て管理業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合における損害の賠償に

ついては、発注者と受任者とが協議して定めるものとする。 

 

 （個人情報の保護） 

第１９条 受任者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を

識別することができるものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識

し、本協定により個人情報を取り扱うときは、指定管理者条例第１１条及

び関係法令を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情

報を適正に取り扱わなければならない。 

 

 （第三者による実施） 

第２０条 受任者は、事前に発注者の承諾を受けた場合を除いて、管理業務

の一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 受任者が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて受任者の

責任及び費用において行うものとし、管理業務に関して当該第三者の責め

に帰すべき事由により生じた損害及び増加費用については、すべて受任者

の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、受任者

が負担するものとする。 

 

 （損害賠償等） 

第２１条 受任者は、管理物件の管理業務の履行にあたり、受任者の責めに

帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を生じさせたときは、賠償し

なければならない。 

２ 前項の場合において、損害を与えた第三者の求めに応じ発注者が損害を

賠償したときは、発注者は受任者に対して求償権を有するものとする。 

３ 受任者は、第１項及び第２項のリスク回避のために必要な賠償保険に加

入するものとする。なお、保険の種類及び範囲については、要求水準書等

及び提案書を踏まえ、事業計画書に明記するものとする。 

 

 （不可抗力発生時の対応） 

第２２条 受任者は、暴風、暴雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動そ

の他の市又は指定管理者のいずれの責任にも帰すことができない自然的又

は人為的な現象（以下「不可抗力」という。）が発生したときは、建物、

工作物及び物品の滅失又は毀損状況を速やかに発注者に報告するととも
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に、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措置をとり、不可抗力

により発生する損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努めなければ

ならない。 

 

 （不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第２３条 受任者は、不可抗力の発生に起因して自らに損害、損失及び増加

費用が発生したときは、その内容や程度の詳細を記載した書面をもって発

注者に通知するものとする。 

２ 発注者は、前項の通知を受け取った場合は、損害状況の確認を行った上

で発注者と受任者とで協議を行い、不可抗力の判定や費用負担等を決定す

るものとする。 

３ 発注者は、不可抗力の発生に起因して受任者に損害、損失や増加費用が

発生したときは、合理性の認められる範囲で当該費用を負担するものとす

る。なお、受任者が付保した保険によりてん補された金額相当分について

は、発注者の負担に含まないものとする。 

４ 不可抗力の発生に起因して発注者に損害、損失や増加費用が発生した場

合は、当該費用については発注者が負担するものとする。 

 

 （不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第２４条 受任者は、前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生によ

り本業務の一部の実施ができなくなったと認められたときは、不可抗力に

より影響を受ける限度において本協定に定める義務を免れるものとする。 

２ 受任者が不可抗力により業務の一部を実施できなかった場合は、発注者

は受任者と協議の上、受任者が当該業務を実施できなかったことにより免

れた費用分を指定管理料から減額することができるものとする。 

 

 （備品等の取扱い） 

第２５条 発注者は、第５条第１項で定める備品等（以下「備品等（Ⅰ

種）」という。）を無償で受任者に貸与する。 

２ 受任者は、指定期間中、備品等（Ⅰ種）を常に良好な状態に保つものと

する。 

３ 備品等（Ⅰ種）が経年劣化等により管理業務の用に供することができな

くなった場合は、当該備品等と同等の機能及び価値を有するものの見積額

が１個あたり２０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のものにつ

いては、発注者と協議の上、購入又は調達するものとし、１個あたり２０

万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては、受任者が

指定管理料の範囲内において購入又は調達するものとする。 

４ 受任者は、前項の規定に基づき備品等（Ⅰ種）を購入又は調達したとき

は、速やかに発注者に報告しなければならない。なお、この場合の所有権

は、発注者に帰属するものとする。 

５ 受任者は、故意又は過失により備品等（Ⅰ種）を毀損滅失したときは、

発注者との協議により、必要に応じて発注者に対しこれを弁償又は自己の

費用で当該備品等と同等の機能及び価値を有するものを購入若しくは調達

しなければならない。 

６ 受任者は、前各項に定める備品等（Ⅰ種）のほか、自己の費用により備

品等（以下「備品等（Ⅱ種）」という。）を購入又は調達し、管理業務実

施のために供することができるものとする。なお、備品等（Ⅱ種）につい

ては、発注者が提示する備品台帳とは別に管理するものとする。 

７ 本協定の終了に伴う備品等の取扱いについては、次のとおりとする。 

（１）備品等（Ⅰ種）については、受任者は、発注者又は発注者が指定す

る者に対して引き継がなければならない。 

（２）備品等（Ⅱ種）については、原則として受任者が自己の責任と費用

で撤去・撤収するものとする。ただし、発注者と受任者との協議にお
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いて両者が合意した場合は、受任者は、発注者又は発注者が指定する

者に対して引き継ぐことができるものとする。 

 

 （施設等の修繕） 

第２６条 受任者は、施設、設備及び備品の修繕を行うにあたっては、自己

の費用と責任において実施するものとする。ただし、１件につき２０万円

（消費税及び地方消費税を含む。）を超える修繕を必要とする場合は、発

注者と協議を行うものとする。 

 

 （業務の引継ぎ等） 

第２７条 受任者は、本協定の終了に際し、発注者又は発注者が指定するも

のに対し、管理業務の引継ぎ等を行わなければならない。 

２ 発注者は、必要と認める場合は、本協定の終了に先立ち、受任者に対し

て発注者又は発注者が指定するものによる管理施設の視察を申し出ること

ができるものとする。 

３ 受任者は、発注者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある

場合を除いてその申出に応じなければならない。 

 

 （原状回復義務） 

第２８条 受任者は、指定管理者条例第９条を遵守し、原状回復を行うもの

とする。ただし、発注者が必要と認める場合は、この限りでない。 

 

 （リスク分担） 

第２９条 管理業務に関するリスク分担については、別記のとおりとする。 

２ 前項で定める事項において疑義がある場合又は前項で定める事項以外に

おいて不測のリスクが生じたときは、発注者と受任者とが協議の上、リス

ク分担を決定するものとする。 

 

 （協定の改定） 

第３０条 管理業務に関し、事情が変更したとき又は特別な事情が生じたと

きは、発注者と受任者とが協議の上、この協定を改定することができる。 

 

 （協議） 

第３１条 本協定書に定めのない事項又は本協定書の条項について疑義が生

じたときは、必要に応じて発注者と受任者とが協議の上、これを定めるも

のとする。 
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本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受任者が記

名押印の上、各自１通を所持する。 

 

  なお、本協定は仮協定であって、本事業のDBO事業に係る指定管理者の指

定について稲沢市議会の議決を得た日に本基本協定として成立するものと

する。本事業のDBO事業に係る指定管理者の指定について稲沢市議会の議決

を得られなかった場合は、この仮基本協定を無効とし、既に発注者及び受

任者が本協定に関して支出した費用は各自の負担とする。 

 

 令和●年●月●日 

 

         発注者 愛知県稲沢市稲府町１番地 

             稲沢市 

             稲沢市長 加藤 錠司郎 

 

         受任者  
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別記 リスク分担表 

            （凡例：「〇」主たる負担者、「△」協議の上決定） 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

市 事業者 

施設瑕疵 

新施設の引渡後、構造耐力上重要な部分及び雨水の浸入を防止す

る部分について、10年以内に隠れた重大な瑕疵が見つかった場合 
－ ○ 

新施設の引渡後、構造耐力上重要な部分及び雨水の浸入を防止す

る部分について、11年以降に隠れた重大な瑕疵が見つかった場合 
○ － 

性能 
市の要求する性能に達しないために必要となる改善、その他損害

に関するもの 
－ ○ 

物価変動 維持管理及び運営期間中のインフレ・デフレ △※1 △※1 

業務費の変動 

市の責めによる事業内容・用途の変更等に起因する業務費の変動 ○ － 

不可抗力に起因するもの △ △ 

上記以外の要因による業務費の変動 － ○ 

光熱水費変動 維持管理等期間中の光熱水費の変動 △※1 △※1 

自主事業 自主事業の実施に係る全てのリスク － ○ 

施設・備品の

損傷･盗難等 

不可抗力に起因する損傷等 △ △ 

選定事業者が管理者の注意義務を怠ったことによる第三者の責め

による損傷等 
－ ○ 

上記以外の要因による損傷等 ○ － 

債務不履行 

サービス水準の未達、その他の事業者の債務不履行による事業契

約の解除による損害 
－ ○ 

支払債務の不履行その他の市の債務不履行による事業契約の解除

による損害 
○ － 

支払遅延・不

能 
市の事由による支払遅延・不能によるもの ○ － 

第三者等への

賠償 

選定事業者が管理者の注意義務を怠ったことによる騒音、振動、

臭気等の発生による賠償 
－ ○ 

上記以外に起因する事故等の発生による賠償 ○ － 

施設明渡 

施設移管手続に伴う諸費用の発生、事業会社の清算手続に伴う損

益等 
－ ○ 

事業期間終了時における要求水準の保持 － ○※2 

※1 物価変動に一定程度の下降又は上昇があった場合は、一定調整する。サービス対

価改定の基準日は、募集要項等を公表する日とし、維持管理及び運営に係る労務費

等の物価変動の指標は「地域別最低賃金-愛知県」と、光熱水費に係る物価変動の

指標は、「消費者物価指数-光熱水費」とする。 

※2 経年による施設・設備・備品の劣化は事業者リスクから除外する。 

  

 


